






























































雇用の底がゆるやかに上昇してきたことである。次頁表 1 は女性の年齢別労働力率を，2000 年以
降 5 年ごとに集計したものである。2000 年には 30 ～ 34 歳が 57.1％，35 ～ 39 歳で 61.4％と労働力
率が他の年齢階級に比べて低い傾向が見られたが，2015 年には 30 ～ 34 歳で 71.2％，35 ～ 39 歳で
71.8％となり，それぞれ 2000 年に比べて 14.1 ポイント，10.4 ポイントの増加となっている。2015

















15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～64歳 65歳以上
2000年 16.6% 72.7% 69.9% 57.1% 61.4% 69.3% 71.8% 68.2% 49.6% 14.4%
2005年 16.5% 69.8% 74.9% 62.7% 63.0% 71.0% 73.9% 68.8% 50.8% 12.7%
2010年 15.9% 69.4% 77.1% 67.8% 66.2% 71.6% 75.8% 72.8% 53.9% 13.3%











20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～64歳 65歳以上
2000年 41.7% 44.1% 44.0% 55.4% 66.9% 70.1% 66.0% 47.8% 19.4%
2005年 41.7% 49.7% 48.1% 55.3% 67.3% 71.9% 67.2% 48.8% 16.9%
2010年 41.4% 53.3% 54.3% 57.7% 66.5% 73.2% 71.1% 51.7% 17.2%

















15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～64歳 65歳以上
2000年 16.6% 72.7% 69.9% 57.1% 61.4% 69.3% 71.8% 68.2% 49.6% 14.4%
2005年 16.5% 69.8% 74.9% 62.7% 63.0% 71.0% 73.9% 68.8% 50.8% 12.7%
2010年 15.9% 69.4% 77.1% 67.8% 66.2% 71.6% 75.8% 72.8% 53.9% 13.3%











20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～64歳 65歳以上
2000年 41.7% 44.1% 44.0% 55.4% 66.9% 70.1% 66.0% 47.8% 19.4%
2005年 41.7% 49.7% 48.1% 55.3% 67.3% 71.9% 67.2% 48.8% 16.9%
2010年 41.4% 53.3% 54.3% 57.7% 66.5% 73.2% 71.1% 51.7% 17.2%

















働力率は 20 ～ 24 歳で 52.2％，25 ～ 29 歳で 60.2％，30 ～ 34 歳で 60.4％，35 ～ 39 歳で 64.6％とな
り，それぞれ 15 年間で 10.5 ポイント，16.1 ポイント，16.4 ポイント，9.2 ポイントの増加となって
いる。
表 3　末子年齢別・夫婦子からなる世帯の妻有業世帯数，世帯割合
　 末子年齢 3 歳未満世帯 末子年齢 3 ～ 5 歳世帯 末子年齢 6 ～ 11 歳世帯
妻有業世帯数 有業率 妻有業世帯数 有業率 妻有業世帯数 有業率
1997 年 580,000 25.3% 610,000 41.6% 1,300,000 58.0%
2007 年 771,500 32.2% 792,500 49.8% 1,513,100 63.7%
2012 年 1,012,100 41.5% 862,700 54.6% 1,596,400 64.1%
1997 → 2012 年 432,100 16.2 ポイント 252,700 13.0 ポイント 296,400 6.1 ポイント




率を表したものである。90 年代の後半から有業率が上昇したのは，特に末子年齢が 3 歳未満，3 ～
5 歳の世帯である。1997 年には末子年齢 3 歳未満の子を持つ夫婦子からなる世帯では，妻有業が
58 万世帯，25.3％だったのに対して，2012 年には 101.2 万世帯，41.5％になり，妻有業世帯が 43.2
万世帯，16.2 ポイントの増加となっている。特に 2007 年からの 5 年間の伸びは大きく，24 万世帯，
9.3 ポイントと急激な増加である。他方，末子 3 ～ 5 歳の妻有業世帯は，1997 年に 61 万世帯，
41.6％だったのが，2012 年には 86.2 万世帯，54.6％となり，15 年間で 25.2 万世帯，13 ポイントの
増加となっている。1997 年の時点でも 12 歳以上の子を持つ世帯の妻の有業率についてはすでに 7
割近くとなっていたが，5 歳未満の子を持つ世帯の妻の有業率はかなり低い水準にとどまっていた。




年と 2010 年に出生した児童の母親の就業状況の調査である。2000 年出生児の母親のうち，子ども
が出生 1 年前は 32.8％が常勤職に就き，15.9％がパート・アルバイトとして勤めていたが，出生半
年後にはそれぞれ 16.2％，3.5％にまで減少している。2010 年出生児については，出生 1 年前に
37.3％の母親が常勤として働き，19.8％がパート・アルバイトで働いていたが，出生半年後には常






   




無職 不詳 有職合計 
出産前１年前 32.8 15.9 5.6 45 0.7 54.3 
出生半年後 16.2 3.5 5.4 74 0.9 25.1 
１歳６ヶ月 15.3 8.7 5.9 69.7 0.5 24 
２歳６ヶ月 調査なし 
３歳６ヶ月 15.5 16.5 8.1 58.9 1 40.1 




無職 不詳 有職合計 
出産１年前 37.3 19.8 4.8 37.7 0.4 61.9 
出生後半年 24.7 6.2 4.6 63.8 0.7 35.5 
１歳６ヶ月 23.9 13 4.8 57.3 1 41.6 
２歳６ヶ月 23.4 16.9 5.8 52.9 0.9 46.2 
３歳６ヶ月 23.6 20.6 6.8 47.1 1.9 51.8 
末子3歳未満 末子3～5歳 末子6～11歳 末子12～18歳 末子18歳以上
（在学）
1997年 25.3% 41.6% 58.0% 68.8% 65.6%












出生縦断調査平成 12 年出生児（第 1～4 回）および平成 22 年出生児（第１回～4 回）










出産前 1 年前 32.8 15.9 5.6 45 0.7 54.3
出生半年後 16.2 3.5 5.4 74 0.9 25.1
1 歳 6 ヶ月 15.3 8.7 5.9 69.7 0.5 24
2 歳 6 ヶ月 調査なし 調査なし 調査なし 調査なし 調査なし 調査なし







出産 1 年前 37.3 19.8 4.8 37.7 0.4 61.9
出生後半年 24.7 6.2 4.6 63.8 0.7 35.5
1 歳 6 ヶ月 23.9 13 4.8 57.3 1 41.6
2 歳 6 ヶ月 23.4 16.9 5.8 52.9 0.9 46.2
3 歳 6 ヶ月 23.6 20.6 6.8 4 .1 1.9 5 .8
出 縦断調査平成 12 年出生児（第 1 ～ 4 回）および平成 22 年出生児（第１回～ 4 回）。
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表 6　妻が有業の夫婦子からなる世帯の夫所得階級ごとの世帯数，世帯割合
①　夫婦子からなる世帯，末子 5 歳以下 ②　夫婦子からなる世帯（18 歳以上は在学者のみ）
夫の所得 1997 年 2012 年 夫の所得 1997 年 2012 年
総数 1,175,000 1,874,800 総数 4,973,000 5,691,900
100 万円未満 11,000 0.9% 28,500 1.5% 100 万円未満 40,000 0.8% 89,200 1.6%
100 － 199 万円 34,000 2.9% 83,700 4.5% 100 － 199 万円 119,000 2.4% 222,500 3.9%
200 － 299 万円 118,000 10.0% 277,500 14.8% 200 － 299 万円 362,000 7.3% 655,200 11.5%
300 － 399 万円 232,000 19.7% 420,800 22.4% 300 － 399 万円 640,000 12.9% 944,100 16.6%
400 － 499 万円 286,000 24.3% 395,600 21.1% 400 － 499 万円 840,000 16.9% 972,500 17.1%
500 － 699 万円 337,000 28.7% 427,500 22.8% 500 － 699 万円 1,409,000 28.3% 1,416,100 24.9%
700 － 999 万円 118,000 10.0% 152,300 8.1% 700 － 999 万円 1,103,000 22.2% 886,400 15.6%
1000 － 1,499 万円 22,000 1.9% 35,000 1.9% 1000 － 1,499 万円 348,000 7.0% 273,700 4.8%
1,500 万円以上 9,000 0.8% 10,900 0.6%  1,500 万円以上 86000 1.7% 65900 1.2%
夫の所得 1997 年 2012 年 夫の所得 1997 年 2012 年
400 万以下 395,000 33.6% 810,500 43.2% 400 万以下 1,161,000 23.3% 1,911,000 33.6%











　表 6 の②は，妻が有業の夫婦・子からなる世帯（末子 18 歳以上については在学生がいる世帯）
について，夫の所得別に世帯数と世帯割合を示したものである。1997 年から 2012 年にかけて，夫
の年間所得 400 万円以下の世帯が 23.3％から 33.6％と，10.3 ポイント上昇する一方，夫の年間所得




ものである。1997 年にはこの類型の世帯において，夫の年所得が 400 万円未満の世帯が，39.5 万
世帯，33.6％であったが，2012 年には 81 万世帯，43.2％に増加し，やはり，夫が低所得である世
帯の比重が増している。この時期の，末子 5 歳以下の夫婦子からなる世帯の妻有業世帯の増加数は











なっている。表 7 は，妻が有業でかつ年間 200 日以上働いている夫婦子からなる世帯について，末
子年齢別・妻の週労働時間別に把握したものである。2012 年では，妻が週 43 時間以上働いている





末子 3 歳未満 世帯数 割合 末子 3 ～ 5 歳 世帯数 割合
15 時間未満 17,700 2.4% 15 時間未満 15,500 2.9%
15 ～ 21 時間 33,500 4.6% 15 ～ 21 時間 45,800 8.4%
22 ～ 34 時間 144,900 19.9% 22 ～ 34 時間 142,400 26.3%
35 ～ 42 時間 320,100 43.9% 35 ～ 42 時間 213,400 39.4%
43 ～ 45 時間 73,700 10.1% 43 ～ 45 時間 44,700 8.2%
46 ～ 48 時間 50,000 6.9% 46 ～ 48 時間 31,700 5.8%
49 ～ 59 時間 64,100 8.8% 49 ～ 59 時間 34,000 6.3%
60 ～ 64 時間 14,900 2.0% 60 ～ 64 時間 7,400 1.4%
65 ～ 74 時間 5,100 0.7% 65 ～ 74 時間 2,300 0.4%
75 時間以上 3,500 0.5% 75 時間以上 3,600 0.7%
43 時間以上 　 29.% 43 時間以上 　 22.8%




られる。末子 3 歳未満の夫婦子からなる世帯・妻有業世帯では，妻の正規雇用が 55.5％，非正規雇用が 38％であ
るが，末子 3 ～ 5 歳になると正規雇用比率は 33.9％，非正規が 57.6％とその割合が変化する（「就業構造基本調査」
より作成。詳細は蓑輪前掲論文 105 ページを参照）。「出生縦断調査」（2010 年出生児）でも，2010 年出生児の母親
のうち，出生半年後は 6.2％だけがパート・アルバイトで就労していたが，子どもが 3 歳 6 ヶ月になるとパート・
アルバイト比率が 20.6％にまで増加する（本論文の表 5 を参照）。低年齢児で就業している母親は女性一般に比し
て正規の比率が高いこと，パート，アルバイトとして，再び就業する母親が子の就学を待たずして




に，年間 200 日以上労働の就業者のうち，週 43 時間以上の労働時間であるのが，男性では 65.6％，








15 時間未満 325,300 1.0% 451,500 2.3%
15 ～ 21 時間 335,000 1.1% 1,257,300 6.5%
22 ～ 34 時間 1,158,000 3.7% 3,194,300 16.5%
35 ～ 42 時間 8,695,700 28.0% 7,265,300 37.5%
43 ～ 45 時間 4,041,100 13.0% 2,113,400 10.9%
46 ～ 48 時間 4,365,600 14.1% 1,695,900 8.8%
49 ～ 59 時間 6,778,500 21.8% 2,129,900 11.0%
60 ～ 64 時間 2,555,900 8.2% 643,600 3.3%
65 ～ 74 時間 1,529,400 4.9% 303,300 1.6%
75 時間以上 1,126,500 3.6% 241,500 1.2%
43 時間以上 20,397,000 65.6% 7,127,600 36.8%















総数 保育所在所児童総数 うち 3 歳未満児 在所比率 うち 3 歳未満児童比率
1997 年 1,763,319 397,310 24.6% 11.1%
1998 年 1,812,987 420,738 25.3% 11.7%
1999 年 1,865,966 444,724 26.1% 12.4%
2000 年 1,924,713 464,615 27.0% 13.1%
2001 年 1,969,426 489,031 27.8% 13.9%
2002 年 2,023,693 509,849 28.6% 14.5%
2003 年 2,048,324 526,969 29.3% 15.2%
2004 年 2,090,374 545,692 30.3% 16.0%
2005 年 2,118,079 557,547 31.2% 17.0%
2006 年 2,118,352 559,124 31.8% 17.3%
2007 年 2,132,651 574,903 32.4% 17.8%
2008 年 2,137,692 595,350 32.8% 18.2%
2009 年 2,100,357 609,987 32.5% 18.7%
2010 年 2,056,845 611,616 32.3% 19.3%
2011 年 2,084,136 625,696 32.7% 19.8%
2012 年 2,187,568 665,854 34.5% 21.1%
2013 年 2,185,166 671,475 34.6% 21.3%
2014 年 2,230,552 693,690 35.6% 22.4%
「社会福祉施設等調査」より作成。
　表 9 は，認可保育所に在所する児童数の推移と当該人口に対する比率を示したものである。周知
のように，保育所利用者は年を経るごとに増加しており，1997 年には保育所利用児童は 176.3 万人
であったが，2014 年には 223 万人となり，46.7 万人の増加，利用児童数は 1.26 倍となっている。
特に 3 歳未満児童の保育は重点的に整備され，3 歳未満の保育所利用児童数は 1997 年に 39.7 万人
だったが，2014 年には 69.3 万人になり，29.6 万人増加，利用児童数は 1997 年比で 1.74 倍となっ
ている。その結果，未就学児童人口に対する保育所利用児童の割合は 24.6％から 35.6％に，3 歳未
満児の保育所利用児童の割合は 11.1％から 22.4％へ，それぞれ 11 ポイント，11.3 ポイント増える
こととなった。
　なお，先に表 3 で見たように，2012 年の末子 3 歳未満・夫婦子からなる世帯の妻の有業率は
41.5％，末子 3 ～ 5 歳で 54.6％であり，保育所在所率との差異は大きいが，認可保育所に入れない・
入らない場合には，育児休業，認可保育所以外の施設における保育，親族による保育，母親の就業
中断による家庭による保育等でカバーしていると推察される（６）。なお，認可保育所以外の認可外施












は保育所開所時間の変化を示したもので，1996 年には認可保育所のおよそ半数が 11 時間までの開
所であったが，2014 年には 11 ～ 12 時間開所する保育所が 6 割，12 時間以上の開所を行う保育所




　 1996 年 2000 年 2005 年 2010 年 2014 年
10 時間以下 34.1% 19.2% 9.3% 4.9% 3.0%
10 ～ 11 時間以下 47.5% 40.5% 28.6% 22.8% 18.7%
11 ～ 12 時間以下 16.9% 36.9% 54.9% 61.6% 64.5%





して就業する雇用者数の推移を「国勢調査」によって示したものである。1995 年には 30.2 万人で
あったが，2010 年には 47.8 万人となり，15 年間で 17.6 万人増加している。
　また，より近年の動向がわかる別の調査である「就業構造基本調査」（次頁表 12）で見てみると，


















1996 年には公営保育所が 14391 か所，民営保育所が 9,420
か所で，保育所数の 60.4％を公営保育所が占めていたが，

















保育士総数 男 女 雇用者に占める割合 女性雇用者に占める割合
1995 年 302,715 2,322 300,393 0.6% 1.5%
2000 年 357,854 4,298 353,556 0.7% 1.7%
2005 年 415,658 8,932 406,726 0.9% 1.9%
2010 年 478,900 11,800 467,100 1.0% 2.3%
「国勢調査」より作成。
表 12　保育士雇用者の雇用形態別推移
正規 非正規 合計 非正規比率
2007 年 285,800 178300 464,200 38.4%
2012 年 325,600 258,300 583,900 44.2%













る（表 12）。これによると，保育士として就業する就業者は 2007 年には 46.4 万人，2012 年には
58.3 万人と 11.9 万人増加している。うち，非正規雇用者数と比率は 2007 年で 17.8 万人，38.4％，




　非正規雇用保育士の賃金の低さは，他の職業の非正規雇用と同様である。次頁表 14 は，2002 年
から 2015 年までの民間保育所における短時間勤務保育士の時給賃金の推移を示したものである。
この間，2002 年の 954 円から 2015 年の 1,016 円まで，増減を繰り返しながら微増傾向にあるもの





所の常勤保育士の賃金下落である。次頁表 15 は，「賃金構造基本統計調査」で示された 1995 年，
























2002 年 954 664 290
2003 年 956 664 292
2004 年 964 665 299
2005 年 1124 668 456
2006 年 970 673 297
2007 年 1,067 687 380
2008 年 981 703 278
2009 年 1,025 713 312
2010 年 968 730 238
2011 年 982 737 245
2012 年 981 749 232
2013 年 982 764 218
2014 年 977 780 197
2015 年 1,016 798 218
　　　　　　　   「賃金構造基本統計調査」より作成。単位　円。
表 15　民間保育所一般労働者の年収（試算）推移
13 
20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳
1995年 2,752,300 3,386,300 3,733,600 4,048,000 4,520,200 4,772,100 4,932,500 5,623,700
2000年 2,785,600 3,420,700 3,769,000 4,017,900 4,316,200 4,856,300 5,403,600 5,967,400
2005年 2,581,100 3,108,700 3,346,900 3,596,100 3,815,800 4,121,200 4,045,600 4,977,500
2010年 2,641,900 3,037,300 3,251,100 3,519,700 3,488,900 3,579,300 4,193,700 4,357,100


























表１５ 民間保  
  
表１４ 民間保育所の短時間勤務保育士の賃金推移 
保育士・女性 最賃加重平均 最賃との差額 
2002 年 954 664 290 
2003 年 956 664 292 
2004 年 964 665 299 
2005 年 1124 668 456 
2 06 年 970 673 297 
2007 年 1,067 687 380 
2008 年 981 703 278 
2009 年 1,025 713 312 
2010 年 968 730 238 
20 1 年 982 737 245 
2012 年 981 749 232 
2013 年 982 764 218 
2014 年 977 780 197 
2015 年 1,016 798 218 







すべての年齢で賃金低下が生じている。1995 年から 2015 年の間で，最も下落幅の小さい 20 代前
半でも 117,600 円の減少であり，30 代前半でも 604,100 円の減少，50 代後半に至っては 1,558,500
円の減少となっている。最も若い 20 代前半と 50 代後半の平均賃金の差額が 1995 年には 2,871,400















働時間（2012 年）の分布をそれぞれ示したものである。週労働時間が 43 時間を超える労働者は，



























1.1% 3.0% 7.5% 45.6% 14.4% 11.7% 12.3% 2.3% 1.3% 0.4%
女性雇用者一般 2.3% 6.5% 16.5% 37.5% 10.9% 8.8% 11.0% 3.3% 1.6% 1.2%
「就業構造基本調査」より作成。
　また，保育士は所定内労働時間が長い職業でもある。「賃金構造基本統計調査」（2015 年）では
賃金のほかに 6 月の所定内労働時間を調査しているが，女性全体の平均所定労働時間が 162 時間で
2000 年代における女性労働とケアの現状（蓑輪明子）
33
あるのに対して，女性保育士の平均所定労働時間は長く，171 時間となっている。高校教員 172 時







































のも，均等法後 30 年という長いスパンで女性労働の動向を見ると，20 代，30 代女性の未婚者が増





しておきたい。2012 年において，25 ～ 29 歳女性の有業率は 75.3％である一方（「就業構造基本調
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